
別紙－１

費用対効果分析に関する説明資料

事業名 草地畜産基盤整備事業 都道府県名 北海道 地区名 道南中部

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ６０８，０００千円

年 効 用 ② ６７，５２５千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ０

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ２６年

総合耐用年数に応じた効還元率×（１＋ ⑤
用から総便益を算定する建設利息率） ０．０７３２
ための係数

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ９２２，４７２千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．５１

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量 畜産物生産効果 ６１，４２５ 草地の整備等による牧
の増加（公共牧 草収量の増加に伴う飼
場以外） 養頭数増及び生産乳量

(肉生産量)の増加
対象家畜：牛

農産物の生産性 畜産物生産効果等 ６，１００ 草地の整備等による牧
の増加等（公共 草収量の増加に伴う生
牧場分） 産乳量(肉生産量)の増

加 対象家畜：牛
草地の整備による労働
時間の短縮や機械経費
の節減
対象作物：牧草

計 ６７，５２５



別紙－１

費用対効果分析に関する説明資料

事業名 草地畜産基盤整備事業 都道府県名 北海道 地区名 下川

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ５３６，０００千円

年 効 用 ② ４５，６８６千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ０

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ２６年

総合耐用年数に応じた効還元率×（１＋ ⑤
用から総便益を算定する建設利息率） ０．０６２６
ための係数

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ７２９，８０８千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．３６

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量 畜産物生産効果 ４５，６８６ 草地の整備等による牧
の増加 草収量の増加に伴う飼

養頭数増及び生産乳量
(肉生産量)の増加
対象家畜：牛

計 ４５，６８６



別紙－１

費用対効果分析に関する説明資料

事業名 草地畜産基盤整備事業 都道府県名 北海道 地区名 羽幌高台

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ３００，０００千円

年 効 用 ② ２５，７１５千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ０

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ２３年

総合耐用年数に応じた効還元率×（１＋ ⑤
用から総便益を算定する建設利息率） ０．０６７３
ための係数

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ３８２，０９５千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．２７

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量 畜産物生産効果 ２５，７１５ 草地の整備等による牧
の増加 草収量の増加に伴う飼

養頭数増及び生産乳量
(肉生産量)の増加
対象家畜：牛

計 ２５，７１５



別紙－１

費用対効果分析に関する説明資料

事業名 草地畜産基盤整備事業 都道府県名 北海道 地区名 東紋西部

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ３７４，１３０千円

年 効 用 ② ４５，９３２千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ０

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ２２年

総合耐用年数に応じた効還元率×（１＋ ⑤
用から総便益を算定する建設利息率） ０．０６９２
ための係数

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ６６３，７５７千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．７７

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量 畜産物生産効果 ４５，９３２ 草地の整備等による牧
の増加 草収量の増加に伴う飼

養頭数増及び生産乳量
(肉生産量)の増加
対象家畜：牛

計 ４５，９３２



別紙－１

費用対効果分析に関する説明資料

事業名 草地畜産基盤整備事業 都道府県名 北海道 地区名 豊富東部

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ４８６，０００千円

年 効 用 ② ４７，９５５千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ０

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ １９年

総合耐用年数に応じた効還元率×（１＋ ⑤
用から総便益を算定する建設利息率） ０．０７６１
ための係数

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ６３０，８３７千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．２９

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量 畜産物生産効果 ４７，９５５ 草地の整備等による牧
の増加 草収量の増加に伴う飼

養頭数増及び生産乳量
(肉生産量)の増加
対象家畜：牛

計 ４７，９５５



別紙－１

費用対効果分析に関する説明資料

事業名 草地畜産基盤整備事業 都道府県名 北海道 地区名 豊浦

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ９２０，０００千円

年 効 用 ② １１４，０１１千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ０

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ １５ 年

総合耐用年数に応じた効還元率×（１＋ ⑤
用から総便益を算定する建設利息率） ０．０８９９
ための係数

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １，２６８，１９７千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．３７

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量 畜産物生産効果 １１４，０１１ 草地の整備等による牧
の増加 草収量の増加に伴う飼

養頭数増及び生産乳量
(肉生産量)の増加
対象家畜：牛

計 １１４，０１１



別紙－１

費用対効果分析に関する説明資料

事業名 草地畜産基盤整備事業 都道府県名 北海道 地区名 鹿追

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，０１９，０００千円

年 効 用 ② １３１，７２９千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ０

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ １８年

総合耐用年数に応じた効還元率×（１＋ ⑤
用から総便益を算定する建設利息率） ０．０７９０
ための係数

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １，６６７，４５５千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．６３

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量 畜産物生産効果 １３１，７２９ 草地の整備等による牧
の増加 草収量の増加に伴う飼

養頭数増及び生産乳量
(肉生産量)の増加
対象家畜：牛

計 １３１，７２９



別紙－１

費用対効果分析に関する説明資料

事業名 草地畜産基盤整備事業 都道府県名 北海道 地区名 清水

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ６４１，０００千円

年 効 用 ② ５５，１９１千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ０

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ２２年

総合耐用年数に応じた効還元率×（１＋ ⑤
用から総便益を算定する建設利息率） ０．０６９２
ための係数

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ７９７，５５７千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．２４

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量 畜産物生産効果 ５５，１９１ 草地の整備等による牧
の増加 草収量の増加に伴う飼

養頭数増及び生産乳量
(肉生産量)の増加
対象家畜：牛

計 ５５，１９１



別紙－１

費用対効果分析に関する説明資料

事業名 草地畜産基盤整備事業 都道府県名 北海道 地区名 熊牛

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ９７０，０００千円

年 効 用 ② ８９，９０７千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ０

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ １９年

総合耐用年数に応じた効還元率×（１＋ ⑤
用から総便益を算定する建設利息率） ０．０７６１
ための係数

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １，１８１，４３２千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．２１

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量 畜産物生産効果 ８９，９０７ 草地の整備等による牧
の増加 草収量の増加に伴う飼

養頭数増及び生産乳量
(肉生産量)の増加
対象家畜：牛

計 ８９，９０７



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 草地畜産基盤整備事業 都道府県名 北海道 地区名 下頓別

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ３１５，０００千円

年 効 用 ② ２１，０６６千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ４０年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤
便益を算定するための係数建設利息率） ０．０５２１

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ４０４，３３７千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．２８

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量 畜 産 物 生 産 効 果 ６，６７３ 草地の整備等による牧草収量
の増加 の増加に伴う飼養頭数増及び

生産乳量（肉生産量）の増加
対象家畜：牛

営農経費の節減 営農経費節減効果 １４，３９３ 草地の整備による労働時間の
農業経営向上効 短縮や機械経費の節減
果 対象作物：牧草

計 ２１，０６６



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 草地畜産基盤整備事業 都道府県名 北海道 地区名 大 別

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ６６１，５００千円

年 効 用 ② ４５，９８７千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ４１年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤
便益を算定するための係数建設利息率） ０．０５１６

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ８９１，２２０千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．３４

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量 畜 産 物 生 産 効 果 １８，０８６ 草地の整備等による牧草収量
の増加 の増加に伴う飼養頭数増及び

生産乳量（肉生産量）の増加
対象家畜：牛

営農経費の節減 営農経費節減効果 ２７，９０１ 草地の整備による労働時間の
農業経営向上効 短縮や機械経費の節減
果 対象作物：牧草

計 ４５，９８７



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 草地畜産基盤整備事業 都道府県名 北海道 地区名 崎無異

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ３９９，０００千円

年 効 用 ② ４６，０２５千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ０

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ２５年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０６６１
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ６９６，２９３千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．７４

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量 畜 産 物 生 産 効 果 ３１，００２ 草地の整備等による牧草収量
の増加 の増加に伴う飼養頭数増及び

生産乳量（肉生産量）の増加
対象家畜：牛

営農経費の節減 営農経費節減効果 １２，８４３ 草地の整備による労働時間の
短縮や機械経費の節減
対象作物：牧草

施設維持管理経 維持管理費等節減効 ２，１８０ 雑用水施設整備による維持管
費の節減 果 理費の節減

計 ４６，０２５



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 草地畜産基盤整備事業 都道府県名 北海道 地区名 釧 路

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，２９０，７１０千円 関連事業 177,710千円含む

年 効 用 ② ７９，５９９千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ １０，５４６千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３７年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤
便益を算定するための係数建設利息率） ０．０５３９

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １，４６６，２４４千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．１３

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量 畜 産 物 生 産 効 果 ２７，２７４ 草地の整備等による牧草収量
の増加 の増加に伴う飼養頭数増及び

生産乳量（肉生産量）の増加
対象家畜：牛

営農経費の節減 営農経費節減効果 ４５，００９ 草地等の整備による労働時間
の短縮や機械経費の節減
対象作物：牧草

維持管理費の節 維持管理費節減効果 １，８８９ 排水路の整備に伴う維持管理
減 費の減

生産基盤保全効 更 新 効 果 ５，８３３ 排水路の更新による農業生産
果 の維持

公共施設保全効 ６８２ 国営直轄明渠排水事業関連分
果 維持管理費節減効果 （－２１）

更 新 効 果 （７０３）

環境保全効果 水辺環境整備効果 ８０１ 国営直轄明渠排水事業関連分

計 ７９，５９９



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 草地畜産基盤整備事業 都道府県名 北海道 地区名 佐幌川

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ９２４，０００千円

年 効 用 ② ７４，８６２千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３９年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤
便益を算定するための係数建設利息率） ０．０５２８

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １，４１７，８４０千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．５３

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量 畜 産 物 生 産 効 果 ４０，３２８ 草地の整備等による牧草収量
の増加 の増加に伴う飼養頭数増及び

生産乳量（肉生産量）の増加
対象家畜：牛

営農経費の節減 営農経費節減効果 ３４，５３４ 草地の整備による労働時間の
農業経営向上効 短縮や機械経費の節減
果 対象作物：牧草

計 ７４，８６２



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 草地畜産基盤整備事業 都道府県名 北海道 地区名 足寄芽登

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ７３５，０００千円

年 効 用 ② ４７，３１０千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３７年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤
便益を算定するための係数建設利息率） ０．０５３９

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ８７７，７３６千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．１９

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量 畜 産 物 生 産 効 果 ２０，４４２ 草地の整備等による牧草収量
の増加 の増加に伴う飼養頭数増及び

生産乳量（肉生産量）の増加
対象家畜：牛

営農経費の節減 営農経費節減効果 ２３，７０３ 草地の整備による労働時間の
農業経営向上効 短縮や機械経費の節減
果 対象作物：牧草

畜産環境の保全 畜産環境整備効果 ３，１６５ 家畜排せつ物処理の整備によ
・向上 る畜産環境の改善及び有機質

たい肥等の活用

計 ４７，３１０


